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○ ○

○

○

⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

0.00

目標年次 単位 目標値

自治会加入世帯数 地域自治組織への加入状況
令和6年度

(令和6年4月時
点)

世帯数 90,000

SDGs（１７の目標）　
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

任期付

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

合計3.00

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

71,382

74,140

72,801

44,010

27,540

27,540

115,392

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
コミュニティ活動推進事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132251000-001

予算所管課 市民生活局市民協働推進室コミュニティ・生涯学習課

連絡先 (078)918-5004

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

目 コミュニティ費
根拠法令
・要綱等

地方自治法、明石市市民参画条例、明石市に
おける自治会等に関する規則、明石市自主防災
組織補助金交付要綱

事業 コミュニティ活動推進事業

施策分野
4 生活・環境分野

4-5 コミュニティづくりの推進
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 「協働のまちづくり」推進に向けて 委託 指定管理

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
・地域住民の地域自治組織（自治会、町内会、校区まちづくり組織及びこれらの連合体）への積極的な参加を促し、コミュニティ活動の活性化を図る。
・地域自治組織を通じ行政情報の提供や行政サービスの向上を図る。
・参画と協働による市民主体のまちづくりを推進する。

事
業
内
容

成果指標
指標名 考え方・定義・式

活動名 活動内容
活動実績 活動見込み

04年度 05年度 06年度

①自治会等事務委託 　市と自治会との情報共有を図り、きめ細やかな行政サービスを提供
するため、各自治会に対し、(1)市の発行する広報文書の配布（１３回/
年）、(2）街路灯の管理に係る協力、(3)地域防災計画に係る災害情報
の連絡等に関する協力を委託する。

４７４団体
回覧枚数
１０，６４０部

４７５団体
回覧枚数
１０，８２９部

４７７団体
回覧枚数
１０，８５７部

②明石市連合まちづくり
協議会運営支援

まちづくり講演会講師謝礼等
100

区分（節）

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

2.40

0.00

04決算 0 0 35 115,357

05当初予算 0 0 76 101,604

令和５年度
人員配置（人）

正規

再任用

その他
近接旅費、備品購入費等

150

06当初予算 0 0

0.00

5.40

101,680

100,341

需用費
事務用品費等

1,275 需用費

70

内容

事務用品費等

100,271

内容 金額

報償費
まちづくり講演会講師謝礼等

100 報償費

550
使用料及び賃
借料

コピー使用料等
616

負担金補助及
び交付金

自主防災組織活動支援補助、明石
コミュニティ創造協会運営補助等 11,510

負担金補助及
び交付金

自主防災組織活動支援補助、明石
コミュニティ創造協会運営補助等 11,390

その他
近接旅費、備品購入費等

110

合計（Ａ） 74,140 合計（Ｂ） 72,801

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -1,339

主な
理由

自治会等事務委託料等の減

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

1,305

委託料
自治会等事務委託等

60,555 委託料
自治会等事務委託等

59,280

令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

使用料及び賃
借料

コピー使用料等

　市内の各校区まちづくり組織及び明石市がそれぞれの連携を深め、
協働のまちづくりに取り組めるよう、市連合まちづくり協議会の運営を
支援する。　(1)理事会の開催(2)役員会(3)部会の開催

(1)理事会　５回
(2)役員会１０回
(3)部会１３回

(1)理事会　５回
(2)役員会１２回
(3)部会１３回

(1)理事会　５回
(2)役員会１２回
(3)部会１３回

③自主防災組織活動支
援補助

　｢明石市災害に強いまちづくり計画｣に基づき自主的な防災組織の設
立を促進し、地域の防災力の向上を図るため、補助金を交付する。

組織数
１１団体

組織数
１１団体

組織数
９団体

④各種研修会の開催 　市連合まちづくり協議会との共催で、新自治会長に対し自治会の運
営や活動等を伝えるため自治会町内会新会長研修を開催する。ま
た、協働のまちづくりへの意識啓発のため、自治会・町内会長、民生
児童委員、テーマ型組織の代表者等を対象とした協働のまちづくり講
演会を開催する。

新会長研修会１２
７名、協働のまち
づくり講演会約１
２０名

新会長研修会１２
５名、協働のまち
づくり講演会約１
２０名

新会長研修会１２
５名、協働のまち
づくり講演会約１
２０名

⑤明石コミュニティ創造
協会運営補助

　住民相互の連携に支えられた、住みがいのある地域コミュニティを
創造する活動を促進し、人々の生活、福祉、文化の向上に寄与するた
め、各種取り組みを行う一般財団法人明石コミュニティ創造協会に対
し、運営補助金を交付する。

団体の活動支援
（情報収集・発信
等）

団体の活動支援
（情報収集・発信
等）

団体の活動支援
（情報収集・発信
等）



45

○

合計（Ａ） 17,936 合計（Ｂ） 24,239

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 6,303

主な
理由

集会施設整備補助等の増のため

内容 金額

負担金補助及
び交付金

集会施設整備補助等
17,936

負担金補助及
び交付金

集会施設整備補助等
24,239令

和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

2,500 27,409 任期付 0.00 合計 0.7006当初予算 24,239 5,670 29,909 0 0

5,000 18,606 再任用 0.00 その他 0.0005当初予算 17,936 5,670 23,606 0 0

2,500 8,070 正規 0.70 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 5,845 4,725 10,570 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

活動名 活動内容
活動実績 活動見込み

04年度 05年度 06年度

①集会施設整備補助 　地域住民のコミュニティ活動活性化を図るため、自治会等が行う集
会施設の新築、増改築等に要する経費の一部を補助する。補助額
は、集会施設の新築等に要する経費の３分の１以内で、新築・購入に
ついては８００万円、増改築・改修については４００万円を限度とする。

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
集会施設や放送設備、掲示板等の整備を進め、自治会・町内会活動の活性化を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 「協働のまちづくり」推進に向けて 委託 指定管理

目 コミュニティ費
根拠法令
・要綱等

明石市集会施設整備補助金交付要綱､明石市
自治会放送設備整備補助金交付要綱､明石市
集会施設用地取得補助金交付要綱､明石市自
治会等掲示板設置等補助金交付要綱

事業 コミュニティ活動推進事業

施策分野
4 生活・環境分野

4-5 コミュニティづくりの推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
自治会集会施設等整備補助事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132251000-002

予算所管課 市民生活局市民協働推進室コミュニティ・生涯学習課

連絡先 (078)918-5004

補助件数
３件

補助件数
８件

補助件数
１３件

②放送設備整備補助 　地域住民への広報活動を充実し、コミュニティ活動を円滑に進める
ため、自治会・町内会が設置する放送設備に要する経費の一部を補
助する。補助額は、放送設備の新設等に要する経費の３分の１以内
で、新設については８０万円、改修については４０万円を限度とする。

補助件数
２件

補助件数
２件

補助件数
２件

③集会施設用地取得補
助

　地域住民のコミュニティ活動活性化を図るため、自治会等が集会施
設の用地取得に要する経費の一部を補助する。補助額は、用地取得
に要する経費の３分の１以内で、１，０００万円を限度とする。

補助件数
０件

補助件数
０件

補助件数
０件

④自治会掲示板設置等
補助

　地域住民が行政や地域の情報を入手し共有できるよう、自治会・町
内会に対し掲示板の設置や改修に要する経費の一部を補助する。補
助額は、整備に要する経費の２分の１以内で、２０万円を限度とする。

補助件数
１３自治会
２７件

補助件数
１７自治会
２２件

補助件数
１０自治会程度

⑤コミュニティ助成事業 　地域住民によるコミュニティ活動の促進を図るため、コミュニティ活動
に必要な備品や施設の整備に対し助成を行う。財源は（一財）自治総
合センターのコミュニティ助成金を充てる。

補助件数
１件

補助件数
１件

補助件数
１件



18

○ ○

○

合計（Ａ） 135,970 合計（Ｂ） 153,512

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 17,542

主な
理由

地域交付金校区並びにコミセン管理実施校区の増及び地域事務局員の人件
費増額による地域交付金等の増

地域交付金、住みよい地域づくり補
助金、地域事務局支援事業補助金
等

131,000

需用費
地域事務局連絡会議お茶代

4 需用費
地域事務局連絡会議お茶代

4

内容 金額

委託料
協働のまちづくり推進事業支援
業務委託等 25,500 委託料

協働のまちづくり推進事業支援
業務委託 22,500令

和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

負担金補助及
び交付金

地域交付金、住みよい地域づくり補
助金、地域事務局支援事業補助金
等

110,460
負担金補助及
び交付金

使用料及び賃
借料

地域事務局連絡会議会場使用
料 6

使用料及び賃
借料

地域事務局連絡会議会場使用
料 8

0 180,647 任期付 0.00 合計 3.3506当初予算 153,512 27,135 180,647 0 0

0 163,105 再任用 0.00 その他 0.0005当初予算 135,970 27,135 163,105 0 0

0 137,927 正規 3.35 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 108,362 29,565 137,927 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

まちづくり計画書を策定し、市と協働のまちづくり協定を締結した小学
校区数

令和７年度 校区数 ２２校区

活動名
活動内容

（○○するために、□□に対し、△△する）

活動実績 活動見込み

04年度 05年度 06年度

①協働のまちづくり推進
事業支援業務委託

　まちづくりのサポート機関である明石コミュニティ創造協会に
対し、中間支援組織としての専門性を生かした校区まちづくり
組織等に対する支援業務を委託する。

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
小学校区単位の協働のまちづくり推進組織が充実し、市民と市、市民同士の協働の下、市民主体の自主的なまちづくりが進
んでいる。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

市と協働のまちづくり協
定締結した小学校区数

直営 補助・助成 その他

個別計画 「協働のまちづくり」推進に向けて 委託 指定管理

目 コミュニティ費
根拠法令
・要綱等

明石市協働のまちづくり推進条例、同施行規則
協働のまちづくり提言
明石市住みよい地域づくり補助金交付要綱

事業 協働のまちづくり推進事業

施策分野
4 生活・環境分野

4-5 コミュニティづくりの推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
協働のまちづくり推進事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132251000-003

予算所管課 市民生活局市民協働推進室コミュニティ・生涯学習課

連絡先 (078)918-5004

まちづくり計画書
の策定支援、地
域事務局の構築
支援等

まちづくり計画書
の策定支援、地
域事務局の構築
支援等

まちづくり計画書
の策定支援、地
域事務局の構築
支援等

②地域事務局支援事業
補助金の交付

　校区まちづくり組織が、事務局体制を強化し、より主体的な立場で組
織運営ができるよう、事務局員の人件費等に対して補助金を交付す
る。

１１小学校区 １１小学校区 １２小学校区

③住みよい地域づくり補
助金の交付

　校区まちづくり組織が、組織の強化及びまちづくり事業の取り組みに
対して補助金を交付する。

１０小学校区 １１小学校区 ９小学校区

④安全安心の地域活動
補助金の交付

　校区まちづくり組織が、学校を中心とした地域の安全性を高める取り
組みに対して補助金を交付する。

３小学校区 ６小学校区 ９小学校区

⑤まちづくり計画書策定
補助金の交付

　校区まちづくり組織が、組織強化を進めながら、ビジョンや方策を定
めた「まちづくり計画書」を策定する取り組みに対して補助金を交付す
る。

３小学校区 ４小学校区 ６小学校区

⑥地域交付金の交付 　各小学校区の特性に応じたまちづくりが展開できるよう、明石市協働
のまちづくり推進条例に規定する協働のまちづくり推進組織に対し、
地域交付金を交付する。

１７小学校区 １７小学校区 １９小学校区



62

○ ○

○

合計（Ａ） 11,541 合計（Ｂ） 11,625

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 84

主な
理由

報償費の見直しによる増

コミュニティ活動災害補償保険
料 1,500

負担金補助及
び交付金

あかし市民活動応援事業助成
10,000

負担金補助及
び交付金

あかし市民活動応援事業助成
10,000

使用料及び賃
借料

会議室使用料
3

内容 金額

報償費
あかし市民活動応援助成金事
業公開審査会謝礼 40 報償費

あかし市民活動応援助成金事
業公開審査会謝礼 120令

和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

役務費
コミュニティ活動災害補償保険
料 1,500 役務費

需用費
審査員お茶代

1 需用費
審査員お茶代

2

0 22,805 任期付 0.10 合計 1.5006当初予算 11,625 11,180 22,805 0 0

0 22,721 再任用 0.10 その他 0.0005当初予算 11,541 11,180 22,721 0 0

0 6,846 正規 1.30 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 1,041 5,805 6,846 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

採択団体が、市や他団体、地域等と連携・協力した割合 令和７年度 ％ 30

活動名 活動内容
活動実績 活動見込み

04年度 05年度 06年度

①あかし市民活動応援
助成金事業

　よりよい地域づくりの実現のため、また共創による取組を推進するた
め、自ら企画・実施する公益性のある市民活動に対し、その経費を助
成することで、市民活動の継続や活性化を図る。R５年度からリニュー
アルした本事業では、主に市民活動の立ち上げを目的としたコース
や、活動のさらなる拡大を図るコース、市民活動団体の組織基盤を強
化するコースを設定している。

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市民活動に取り組むグループや団体が活動しやすい環境をつくり、まちづくり活動の活性化を図る。
また、これら団体同士や行政との共創による取組を推進し、多様な担い手による、多様な市民ニーズに対応した公益的事業の拡大を図
る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

市や他団体等と連携し
た団体の割合

個別計画 「協働のまちづくり」推進に向けて 委託 指定管理

目 コミュニティ費
根拠法令
・要綱等

あかし市民活動応援助成金交付要綱
明石市コミュニティ活動災害補償保険取扱要綱

事業 市民活動促進事業

施策分野
4 生活・環境分野

4-5 コミュニティづくりの推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

直営 補助・助成 その他

市民生活局市民協働推進室コミュニティ・生涯学習課

連絡先 (078)918-5004

総務費 連絡先

申請５団体
採択５団体
（１団体辞退）
市民活動サポー
ト事業で実施

申請５２団体
採択４３団体
（１団体辞退）

４０団体程度

②コミュニティ活動災害
補償保険の加入

　コミュニティ活動の健全な発展を図り、市民との協働のまちづくりを
推進するため、各種団体が行う公益活動中に発生した災害に対し、損
害を補償するようコミュニティ災害補償保険に加入する。

件数９件 件数１０件程度 件数１０件程度

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
市民活動促進事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132251000-004

予算所管課
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○

○

使用件数
　５３，９９６件
使用者数
　８４４，７３４人

使用件数
　５５，０００件
使用者数
　８６０，０００人

使用件数
　５７，０００件
使用者数
　９００，０００人

合計（Ａ） 45,042 合計（Ｂ） 40,509

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -4,533

主な
理由

需用費（電気料金）等必要経費見直しによる減

光熱水費、修繕料、消耗品費等
16,360

役務費
コミセン電話料金等

4,172 役務費
コミセン電話料金等

4,007

その他
研修講師謝礼、講習会参加料、
コミセン備品代等 3,045 その他

研修講師謝礼、講習会参加料、
コミセン備品代等 2,099

使用料及び賃
借料

コピー機使用料、リソグラフ賃借
料等 7,320

使用料及び賃
借料

コピー機使用料、リソグラフ賃借
料等 6,820

内容 金額

旅費
コミセン所長・職員近接地旅費

430 旅費
コミセン所長・職員近接地旅費

430令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
光熱水費、修繕料、消耗品費等

19,102 需用費

委託料
コミセン運営業務委託、コミセン
管理運営業務委託等 10,973 委託料

コミセン運営業務委託、コミセン
管理運営業務委託等 10,793

9,215 247,284 任期付 0.80 合計 159.1006当初予算 40,509 215,990 256,499 0 0

9,336 251,696 再任用 23.00 その他 134.0005当初予算 45,042 215,990 261,032 0 0

9,009 251,343 正規 1.30 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 42,552 217,800 260,352 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

1年間の使用許可数、使用者数の合計値（小・中コミ） 令和6年度 件、人
57,000
900,000

活動名
活動内容

（○○するために、□□に対し、△△する）

活動実績 活動見込み

04年度 05年度 06年度

①施設運営・維持管理 　地域の各種団体による活動が行えるよう、コミセンに職員を
配置し、会議室、体育館、運動場等の使用許可、使用日程調
整、コピー機等設備の利用サービスを行う。
　また、使用者がコミセン施設を快適な状態で利用できるよう、
施設の安全管理及び保守点検を行う。

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
生涯学習の拠点施設として、また、協働のまちづくりの拠点施設として、活発な住民活動が行われるよう管理運営を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

施設使用件数、人数

直営 補助・助成 その他

個別計画 「協働のまちづくり」推進に向けて 委託 指定管理

目 コミュニティ費
根拠法令
・要綱等

明石市立コミュニティ・センター条例事業 コミセン管理運営事業

施策分野
4 生活・環境分野

4-5 コミュニティづくりの推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
コミセン管理運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132251000-005

予算所管課 市民生活局市民協働推進室コミュニティ・生涯学習課

連絡先 (078)918-5004
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○

朝霧コミュニティ・
センター便所改修
工事実施設計委
託

朝霧コミュニティ・
センター便所改修
工事実施設計委
託

朝霧コミュニティ・
センター便所他改
修工事

合計（Ａ） 0 合計（Ｂ） 65,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 65,000

主な
理由

内容 金額

工事請負費
朝霧コミュニティ・センター便所
他改修工事 65,000令

和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

50,000 0 任期付 0.00 合計 0.3006当初予算 65,000 0 65,000 0 15,000

0 0 再任用 0.00 その他 0.0005当初予算 0 0 0 0 0

0 6,188 正規 0.30 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 2,678 3,510 6,188 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

活動名
活動内容

（○○するために、□□に対し、△△する）

活動実績 活動見込み

04年度 05年度 06年度
①施設改修等 　老朽化対応及び安全性向上のため、既存施設の建て替えや改修を

行う。

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
生涯学習の拠点施設として、また、協働のまちづくりの拠点施設として、利用者にとって安全で快適な施設の整備を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 「協働のまちづくり」推進に向けて 委託 指定管理

目 コミュニティ費
根拠法令
・要綱等

明石市立コミュニティ・センター条例事業 コミセン施設整備事業

施策分野
4 生活・環境分野

4-5 コミュニティづくりの推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
コミセン施設整備事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号

予算所管課 市民生活局市民協働推進室コミュニティ・生涯学習課

連絡先 (078)918-5004
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○

①スポーツクラブ２１交
流事業等委託

　市内２８スポーツクラブ相互の交流と情報交換を図るため、
明石市スポーツクラブ２１連絡協議会に対し、交流スポーツ大
会の開催などクラブ間交流事業の実施を委託する。

交流事業参加
７３クラブ

交流事業参加
９８クラブ

交流事業参加
１１０クラブ

合計（Ａ） 706 合計（Ｂ） 706

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

総合型地域スポーツクラブ推進
事業に関する業務委託 700

内容 金額

旅費
近接地旅費

6 旅費
近接地旅費

6令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
総合型地域スポーツクラブ推進
事業に関する業務委託 700 委託料

0 5,836 任期付 0.20 合計 0.6006当初予算 706 5,130 5,836 0 0

0 5,836 再任用 0.00 その他 0.0005当初予算 706 5,130 5,836 0 0

0 6,574 正規 0.40 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 364 6,210 6,574 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

スポーツクラブ２１間の交流を図るための事業に参加したクラブ（延べ
数）

令和６年度 クラブ 110

活動名
活動内容

（○○するために、□□に対し、△△する）

活動実績 活動見込み

04年度 05年度 06年度

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
地域住民が身近な場所で気軽にスポーツを楽しみ、スポーツを通じた地域コミュニティづくりが進むよう、各スポーツクラブ２１
の自立的・継続的な運営やクラブ間の交流を支援する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

参加クラブ数

直営 補助・助成 その他

個別計画 「協働のまちづくり」推進に向けて 委託 指定管理

目 コミュニティ費
根拠法令
・要綱等

事業 総合型地域スポーツクラブ推進事業

施策分野
4 生活・環境分野

4-5 コミュニティづくりの推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
総合型地域スポーツクラブ推進事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132251000-006

予算所管課 市民生活局市民協働推進室コミュニティ・生涯学習課

連絡先 (078)918-5004
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○

合計（Ａ） 95,817 合計（Ｂ） 91,817

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -4,000

主な
理由

電気料金の高騰が落ち着いたことによる減

内容 金額

委託料
指定管理料

95,817 委託料
指定管理料

91,817令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

2,021 92,986 任期付 0.00 合計 0.5006当初予算 91,817 3,190 95,007 0 0

0 99,007 再任用 0.20 その他 0.0005当初予算 95,817 3,190 99,007 0 0

0 101,220 正規 0.30 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 94,785 6,435 101,220 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

＜令和４年度実績＞
①　一般財団法人明石コミュニティ創造協会が指定管理者として、ウィズあかし（生涯学習センター及び男女共同参画センター）の管理・運営を行った。
②　貸館業務、維持管理業務、指定する事業、独自事業をそれぞれ行った。
③　ウィズあかしの利用実績
　　 ・　稼働率　65.4%　（生涯学習センター63.3%　、男女共同参画センター72.8%）
　　 ・　利用者数　196,805人
④　期間満了を迎える指定管理者について、公募により選定を行い、一般財団法人明石コミュニティ創造協会が次期指定管理者に決定した。

＜令和５年度実績見込み＞
①一般財団法人明石コミュニティ創造協会が指定管理者（2期目）としてウィズあかし（生涯学習センター及び男女共同参画センター）の管理・運営を行う。
②貸館業務、維持管理業務、指定する事業、独自事業をそれぞれ行った。
③　ウィズあかしの利用実績見込み
 　　・　稼働率　67.2%　（生涯学習センター　63.3%　、男女共同参画センター　75.4%）
　　 ・　利用者数　287,000人

＜令和６年度計画＞
①　一般財団法人明石コミュニティ創造協会が指定管理者（2期目）としてウィズあかし（生涯学習センター及び男女共同参画センター）の管理・運営を行う。
②　貸し館業務、維持管理業務、指定する事業、独自事業をそれぞれ行う。
③　ウィズあかしの利用目標値
　　 ・　稼働率　68.1%　　　・　利用者数　290,000人

貸し館の年間稼働率＝年間使用数/年間使用可能数 令和６年度 ％ 68.1

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
　ウィズあかし（明石市生涯学習センター及びあかし男女共同参画センター）の利便性の向上と効果的な事業の展開を図る
ため、指定管理者制度を導入し、一元的に施設の管理・運営を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

ウィズあかし稼働率

直営 補助・助成 その他

個別計画 生涯学習ビジョン 委託 指定管理

目 生涯学習費
根拠法令
・要綱等

明石市生涯学習センター条例、同施行規則、あ
かし男女共同参画センター条例、同施行規則、
明石市公の施設に係る指定管理者の指定手続
等に関する条例、同施行規則

事業 生涯学習センター運営事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-5 生涯学習の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
生涯学習センター運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132251000-007

予算所管課 市民生活局市民協働推進室コミュニティ・生涯学習課

連絡先 (078)918-5004



14

○

合計（Ａ） 51,910 合計（Ｂ） 68,629

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 16,719

主な
理由

子午線ホール空調機自動制御機器の更新による負担金の増

内容 金額

負担金補助及
び交付金

ｱｽﾋﾟｱ明石管理費・修繕工事負
担金・大規模修繕積立負担金等 51,910

負担金補助及
び交付金

ｱｽﾋﾟｱ明石管理費・修繕工事負
担金・大規模修繕積立負担金等 68,629令

和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 50,919 任期付 0.00 合計 0.5006当初予算 68,629 3,190 71,819 0 20,900

1,937 53,163 再任用 0.20 その他 0.0005当初予算 51,910 3,190 55,100 0 0

1,510 48,012 正規 0.30 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 51,277 1,845 53,122 0 3,600

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

＜令和４年度修繕工事実績＞
①　専有部分関連工事
　　　・９Ｆホール舞台袖操作卓更新工事
②　共用部分関連工事
　　　・消防設備不良箇所改修工事
　　　・エレベーター内保安カメラ更新工事
　　　・アトリウムコート床補修工事　等

＜令和５年度修繕工事実績見込み＞
①　共用部分関連工事
　　　・電力量計更新工事
　　　・施設共用　給水ユニット工事
　　　・防犯パイプシャッター改修工事　等

＜令和６年度修繕工事実施計画＞
①　専有部分関連工事
　　　・子午線ホール空調機自動制御機器更新工事
②　共用部分関連工事
　　　・南館５号６号EVホールの４階～７階空調機更新工事
　　　・南館１４号１５号EVホールの４階～８階空調機更新
　　　・非常用発電機不具合修繕工事　等

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石市生涯学習センター及びあかし男女共同参画センター（アスピア明石北館の7階～10階部分、6,154㎡。）の専有・共用
部分に係る施設・設備において、 市民が同センターを安全且つ快適に利用できるよう良好な環境を保持する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 生涯学習ビジョン 委託 指定管理

目 生涯学習費
根拠法令
・要綱等

明石市生涯学習センター条例、同施行規則
あかし男女共同参画センター条例、同施行規則

事業 生涯学習センター維持管理事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-5 生涯学習の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
生涯学習センター維持管理事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132251000-008

予算所管課 市民生活局市民協働推進室コミュニティ・生涯学習課

連絡先 (078)918-5004



14

○

合計（Ａ） 7,515 合計（Ｂ） 7,564

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 49

主な
理由

中学校コミセン各講座の広報強化による需用費の増

近接地旅費
15

需用費
印刷用紙、事務用品費等

300 需用費
印刷用紙、事務用品費等

349

内容 金額

報償費
講師謝礼

7,000 報償費
講師謝礼

7,000令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

旅費
近接地旅費

15 旅費

委託料
障害者等の生涯学習推進事業
委託 200 委託料

障害者等の生涯学習推進事業
委託 200

0 15,134 任期付 0.90 合計 1.8006当初予算 7,564 7,570 15,134 0 0

0 15,085 再任用 0.50 その他 0.0005当初予算 7,515 7,570 15,085 0 0

0 12,093 正規 0.40 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 5,838 6,255 12,093 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【令和４年度実績】
①中学校区コミセンでの講座等の実施。（高齢者向け学習プログラム「あかねカレッジライトコース」並びに「市民講座」を実施。）
　・ライトコース入学者数　68７人
　・年間実施講座数　680講座（13コミセン）
②生涯学習関係団体との連携。（明石生涯学習指導者会、明石コミセンサークル連絡協議会）
③障がい者関係団体や市民活動団体との連携。（オンライン学習機会の拡充）
④生涯学習センター及び男女共同参画センター指定管理者との連携。

【令和５年度実績見込み】
①中学校区コミセンでの講座等の実施。（高齢者向け学習プログラム「あかねカレッジライトコース」並びに「市民講座」を実施。）
　・ライトコース入学者数　664人
　・年間実施講座数　714講座（13コミセン）
②生涯学習関係団体との連携。（明石生涯学習指導者会、明石コミセンサークル連絡協議会）
③障がい者関係団体や市民活動団体、企業などと連携しながら生涯学習機会の充実を図る。（オンライン学習機会の充実、コミセン学習機会の充実）
④生涯学習センター及び男女共同参画センター指定管理者との連携。

【令和６年度計画】
①中学校区コミセンでの講座等の実施。（高齢者向け学習プログラム「あかねカレッジライトコース」並びに「市民講座」を実施。）
②生涯学習関係団体との連携。（明石生涯学習指導者会、明石コミセンサークル連絡協議会）
③障がい者関係団体や市民活動団体、企業などと連携しながら生涯学習機会の充実を図る。（オンライン学習機会の充実、コミセン学習機会の充実）
④生涯学習センター及び男女共同参画センター指定管理者との連携。

中学校区コミセンで開催する講座の受講者数を集計 令和6年度 人 15,000（延人数）

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
多様な学習意欲を持つ市民が地域社会の発展を支える人材として活躍できるよう、市民がいつでも、どこでも、さまざまな学
びに取り組むことができるようにする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

講座受講者数

直営 補助・助成 その他

個別計画 生涯学習ビジョン 委託 指定管理

目 生涯学習費
根拠法令
・要綱等

教育基本法、明石市立コミュニティ・センター条
例

事業 生涯学習推進事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-5 生涯学習の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
生涯学習推進事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132251000-009

予算所管課 市民生活局市民協働推進室コミュニティ・生涯学習課

連絡先 (078)918-5004



56

○

合計（Ａ） 16,859 合計（Ｂ） 15,816

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -1,043

主な
理由

あかねが丘学園からあかねカレッジへの完全移行による経費効率化

事務用品費、印刷製本費、光熱
水費、修繕料 2,328

役務費
通信運搬費（インターネット回線
使用料等）、ホール舞台人件費 1,540 役務費

通信運搬費（インターネット回線
使用料等）、ホール舞台人件費 1,489

その他
備品購入費、市内出張旅費等

520 その他
備品購入費、市内出張旅費等

520

使用料及び賃
借料

コピー使用料、リソグラフ貸借料、ア
スピア明石駐車場定期代等 1,700

使用料及び賃
借料

コピー使用料、リソグラフ貸借料、ア
スピア明石駐車場定期代等 832

内容 金額

報償費
講師謝礼（共通講座、学園専攻、カ
レッジ科目別、地域de活かす） 5,000 報償費

講師謝礼（オンライン講座、カレッジ
科目別、地域de活かすコース） 5,000令

和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
事務用品費、印刷製本費、光熱
水費、修繕料 2,452 需用費

委託料
あかねカレッジライト運営委託、
陶芸室清掃・警備等委託 5,647 委託料

あかねカレッジライト運営委託、
陶芸室清掃・警備等委託 5,647

2,951 47,175 任期付 5.00 合計 8.1006当初予算 15,816 34,310 50,126 0 0

4,001 47,168 再任用 1.00 その他 0.0005当初予算 16,859 34,310 51,169 0 0

4,200 44,904 正規 2.10 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 18,999 30,105 49,104 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【令和４年度】
（あかねが丘学園）
・開設コース　景観園芸、健康ライフ、ふるさとコミュニティ、音楽交流、陶芸文化（各学年定員１１６人）
　学生数：１６５人（２学年７７人、３学年７３人）※年度当初の人数
・学習：各専攻コース授業（３週に２回のペースで実施）と月１回のオンライン配信（自宅受講もしくは中コミでのサテライト受講）による共通講座を実施。
・令和４年度から高齢者学習形態をあかねカレッジへ順次移行するため、学園としての新入生募集を停止した。
（あかねカレッジ科目別コース）
・これまでの３年制専攻５コースを単年制１０学科という新たな学習形態に改組するとともに、明石市で行う高齢者学習全般を単年制３コースからなる「あかねカレッジ」として総称
し、令和４年度は科目別コースにて５学科を先行して開設した。（定員１５０名）
・開設学科：ボイス・花づくり・あかし地域学・健康づくり・サイエンス
　入学申込者数：１９２名　入学決定者数：１２５名　入学者数：１２３名　※定員を超えた学科については抽選にて入学決定
【令和５年度】
（あかねが丘学園）
・令和4年度と同様の内容で学習を引き続き行う。
学生数：３学年５６人※年度当初の人数
（あかねカレッジ科目別コース、地域de活かすコース）
・あかねカレッジ科目別コースにて新たに５学科を開設し、合計１０学科で実施した。（定員２２０名）
・開設学科：ボイス、花づくり、あかし地域学、健康・スポーツ、サイエンス、アンサンブル、野菜づくり、あかし自然環境学、広報・デザイン、ものづくり
　入学申込者数：：２８３名　入学決定者数：２１３名　入学者数：２１３名　※定員を超えた学科については抽選にて入学決定
・新たにあかねカレッジ地域de活かすコースを開設するも応募者少数のため不開講とした。（定員２５名）
【令和６年度】
・令和５年度と同様の内容であかねカレッジ科目別コース、地域de活かすコースを実施する。

あかねカレッジ科目別コース、地域de活かすコース（令和５年度定員２
４５名）の入学者数

令和６年度 人 245

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石市在住の60歳以上の高齢者に教養の向上及び生きがいの創造を図るとともに地域社会活動の指導者を養成できるよ
う、良質な学習機会及び環境を整備する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

入学者数

直営 補助・助成 その他

個別計画 生涯学習ビジョン 委託 指定管理

目 生涯学習費
根拠法令
・要綱等

あかねカレッジ運営要綱事業 あかねカレッジ運営事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-5 生涯学習の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
あかねカレッジ運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132251000-010

予算所管課 市民生活局市民協働推進室コミュニティ・生涯学習課

連絡先 (078)918-5415



○

合計（Ａ） 837 合計（Ｂ） 798

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -39

主な
理由

近接地旅費及び東播磨・北播磨地区社会教育振興会分担金の減

社会教育委員会議事前打ち合
わせ報償費 199

旅費
近接地旅費

50 旅費
近接地旅費

20

負担金補助及
び交付金

東播磨・北播磨地区社会教育振
興会分担金等 336

負担金補助及
び交付金

東播磨・北播磨地区社会教育振
興会分担金等 328

内容 金額

報酬
社会教育委員報酬

242 報酬
社会教育委員報酬

242令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

報償費
社会教育委員会議事前打ち合
わせ報償費 200 報償費

需用費
書籍購入費等

9 需用費
書籍購入費等

9

0 4,038 任期付 0.00 合計 0.4006当初予算 798 3,240 4,038 0 0

0 4,077 再任用 0.00 その他 0.0005当初予算 837 3,240 4,077 0 0

0 2,342 正規 0.40 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 317 2,025 2,342 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【令和４年度実績】
①社会教育に係る協議会・研修会等への参加：３回
②生涯学習ビジョンに基づいた社会教育の推進
③社会教育委員会議：０回

【令和５年度実績見込み】
①社会教育に係る協議会・研修会等への参加：３回
②生涯学習ビジョンに基づいた社会教育の推進
③社会教育委員会議：０回

【令和６年度計画】
①社会教育に係る協議会・研修会等への参加：３回
②生涯学習ビジョンに基づいた社会教育の推進
③社会教育委員会議：１～２回

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
　市民や現代社会の要請に応えられるよう、生涯学習活動や学校教育とも連携し、どこでも誰でも学べる教育・学習環境の
整備、地域における人づくり等の推進を図る。　また、社会教育委員とともに調査研究に努め、現況の様々な課題の解決に
向けた社会教育のあり方について検討に取り組む。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 あかし教育プラン、第２次明石市生涯学習ビジョン 委託 指定管理

目 社会教育総務費
根拠法令
・要綱等

教育基本法、社会教育法、明石市社会教育委
員の定数及び任期等に関する条例、明石市社
会教育委員会議規則

事業 社会教育一般事務事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-2 青少年の健全育成
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 教育費 連絡先

項 社会教育費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
社会教育一般事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132251000-011

予算所管課 市民生活局市民協働推進室コミュニティ・生涯学習課

連絡先 (078)918-5004



14

○ ○

⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○○ ○ ○ ○

0.00

目標年次 単位 目標値

人権に関する市民意識
人権は人が幸せに暮らしていく上で大切なものであると考える人の割
合（人権施策推進方針に基づく効果測定のための指標より）

令和6年度 ％ 80

SDGs（１７の目標）　
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

任期付

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

合計0.10

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

1,101

1,117

3,051

6,660

5,295

5,295

7,761

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
人権推進運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132252000-001

予算所管課 市民生活局市民協働推進室人権推進課
連絡先 (078)918-5024

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 社会福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

目 人権推進費
根拠法令
・要綱等

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律事業 人権推進運営事業

施策分野
4 生活・環境分野

4-4 人権の尊重・共生社会の推進
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 人権施策推進方針 委託 指定管理

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
すべての市民の人権が尊重されるよう、人権意識の向上を図り、人権感覚あふれる共生社会の実現をめざしていく。

事
業
内
容

成果指標
指標名 考え方・定義・式

活動名
活動内容

（○○するために、□□に対し、△△する）

活動実績 活動見込み

04年度 05年度 06年度

人権施策推進方針に基
づく施策の推進

　庁内関係課と連携を図り、推進方針に基づき人権施策の総
合的かつ効果的な推進を図る。

庁内連絡会議
メール施行

庁内連絡会議
メール施行

庁内連絡会議
メール施行

人権擁護委員による相
談事業

人権擁護委員（相談業務）謝礼
ほか 148

区分（節）

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0.55

0.15

04決算 0 0 203 7,558

05当初予算 0 0 72 6,340

令和５年度
人員配置（人）

正規

再任用

06当初予算 0 0

0.00

0.80

6,412

8,346

旅費
出張旅費

52 旅費

0

内容

出張旅費

8,346

内容 金額

報償費
人権擁護委員（相談業務）謝礼
ほか 148 報償費

476 役務費
市民意識調査にかかる郵送料

200

委託料
市民意識調査

1,700

負担金補助及
び交付金

明石人権擁護委員協議会補助
等 442

合計（Ａ） 1,117 合計（Ｂ） 3,051

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 1,934

主な
理由

市民意識調査実施のため

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

100

需用費
消耗品費、印刷製本費、食糧費

441 需用費
消耗品費、印刷製本費、食糧費

461

令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

負担金補助及
び交付金

明石人権擁護委員協議会補助
等

明石人権擁護委員協議
会との連携や支援

　明石人権擁護委員協議会が行う啓発活動等を支援する。 こども対象の人権
教室の開催や人
権SOSﾐﾆﾚﾀｰによ
る相談事業の実
施

こども対象の人権
教室の開催や人
権SOSﾐﾆﾚﾀｰによ
る相談事業の実
施

学校単位の「人権
の花」運動の実施
や、こども人権
SOSﾐﾆﾚﾀｰによる
相談事業の実施

　市民の基本的人権を擁護し、人権救済の一助とするため、
人権擁護委員２名による人権相談を行う。

原則月２回開
催21件

原則月２回開
催21件

原則月２回開
催21件

人権推進計画の改定準
備

市民意識調査を実施し、現行明石市人権施策推進方針に基
づく施策の点検や評価を行い、今後の施策を検討するための
資料を作成する。

計画策定完了 令和5年度明石
市人権施策推
進方針実施計
画を策定

市民意識調査
の実施



45

○ ○

合計（Ａ） 27,418 合計（Ｂ） 26,417

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -1,001

主な
理由

全国人権・同和教育研究大会事業が、令和5年度で終了したため

講師謝礼、人権啓発員謝礼56人
3,330

需用費
消耗品費、印刷製本費、食糧費

1,825 需用費
消耗品費、印刷製本費、食糧費

1,825

その他
旅費、役務費、使用料及び賃借
料 702 その他

旅費、役務費、使用料及び賃借
料 779

負担金補助及
び交付金

明石市人権教育研究協議会補
助等 6,899

負担金補助及
び交付金

明石市人権教育研究協議会補
助等 5,825

内容 金額

報酬
人権教育推進員報酬13人

14,196 報酬
人権教育推進員報酬13人

14,196令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

報償費
講師謝礼、人権啓発員謝礼56人

3,400 報償費

委託料
啓発冊子制作委託

396 委託料
啓発冊子制作委託

462

0 63,338 任期付 0.80 合計 5.2006当初予算 26,417 37,800 64,217 879 0

0 64,098 再任用 0.00 その他 0.0005当初予算 27,418 37,800 65,218 1,120 0

0 56,426 正規 4.40 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 25,393 32,130 57,523 1,097 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

1.人権講演会講師派遣（助成）事業　　（④はR4年度、⑤はR5年度、⑥はR６年度を表す）
市内の各種団体、学校園等が開催する人権研修会等に、講演及び指導助言を目的として講師を派遣する（④9回実施⑤9回見込⑥9回見込）
2.人権セミナー
明石市人権施策推進方針に基づき、人権意識の醸成を図るため、市民等に対して多様な人権課題について学習する機会を提供する（④年2回、延べ250
名参加⑤年2回、延べ250名参加、⑥年2回、延べ250名参加見込）
3.明石市人権教育研究集会の開催
８月の人権文化を進める市民運動強調月間中に、人権尊重を自然に態度や行動として表すことが定着している社会の実現をめざし研究集会の各分科会
において日頃の実践を交流する。（④8月5日開催、304名参加⑤8月3日開催、449名参加、⑥8月2日開催予定、延べ600名参加見込）
4.あかしヒューマンフェスタの開催
１２月の人権週間の取り組みの一環として、お互いの人権を尊重しあい、ともに生きる明るいまちづくりを進めるため、講演会及び人権啓発作品の披露・発
表等を行う。（④12月2日開催、350名参加⑤12月1日開催、386名参加、⑥11月29日開催予定、350名参加予定）
5.人権啓発資料作成
①さまざまな人権課題をわかりやすく解説した人権啓発冊子を発行し、学校園や研修会参加者などに配布する。（④15,000部⑤15,000部⑥15,000部）
②人権啓発カレンダー（④6,000部⑤6,000部⑥6,000部）、人権DVDライブラリー（④650部⑤650部⑥650部）、人権研修会募集チラシ（④3,000部⑤3,000部⑥
3,000部）を発行し、市内の学校園・保育所園や公共施設に配布する。
6.地域等における研修会の開催
地域のきめ細かな人権教育・啓発活動を推進し、市民の主体的活動で人権文化を築くため、各中学校区に１名の人権教育推進員を配置し、地域等で研修
会を開催する。（④研修会342回開催⑤研修会350回開催予定⑥研修会350回開催予定）

学校や職場等で人権や差別問題について学習した経験がある人の割
合（人権施策推進方針に基づく効果測定のための指標より）

令和6年度（次
回調査予定）

％ 85

講演会等による人権意
識の高揚

参加者の中で人権に関する意識が深まった人の割合
（あかしヒューマンフェスタの参加者アンケートより）

令和6年度 ％ 100

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
地域においてきめ細やかな人権教育・啓発活動を推進することにより、市民等の人権意識を高め、お互いの人権を尊重しあ
い、人権感覚あふれる共生社会の実現をめざす。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

人権に関する市民意識

直営 補助・助成 その他

個別計画 人権施策推進方針 委託 指定管理

目 人権推進費
根拠法令
・要綱等

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律事業 人権教育・啓発推進事業

施策分野
4 生活・環境分野

4-4 人権の尊重・共生社会の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 社会福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
人権教育・啓発推進事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132252000-002

予算所管課 市民生活局市民協働推進室人権推進課
連絡先 (078)918-5024



5

○

合計（Ａ） 1,161 合計（Ｂ） 1,157

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -4

主な
理由

会場使用料の一部減のため

消耗品費、印刷製本費
280

委託料
平和祈念式典　祭壇設営委託

699 委託料
平和祈念式典　祭壇設営委託

700

その他
旅費、役務費

30 その他
旅費、役務費

47

負担金補助及
び交付金

平和首長会議メンバーシップ納
付金 2

負担金補助及
び交付金

平和首長会議メンバーシップ納
付金 2

内容 金額

報償費
講師謝礼

20 報償費
講師謝礼

20令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
消耗品費、印刷製本費

280 需用費

使用料及び賃
借料

平和祈念式典会場使用料
130

使用料及び賃
借料

平和祈念式典会場使用料
108

0 10,607 任期付 0.20 合計 1.3006当初予算 1,157 9,450 10,607 0 0

0 10,611 再任用 0.00 その他 0.0005当初予算 1,161 9,450 10,611 0 0

0 12,205 正規 1.10 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 1,135 11,070 12,205 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

　（④はR4年度、⑤はR5年度、⑥はR6年度を表す）
1.平和啓発冊子の作成
明石市が空襲により多くの被害を受けたことを知り、平和を守り続ける心と態度を育むため、平和まんが、戦争史実冊子を作成し、平和学習用教材として小
中学生に配布する。（④まんが2,700部・冊子2,600部作成⑤まんが1,600部・冊子2,000部作成、⑥まんが1,600部・冊子2,000部作成予定）

2.平和啓発パネル展の開催
市民の平和意識の向上を図るため、明石空襲に関する写真や啓発資料、平和首長会議提供の原爆被害に関する写真パネルを展示し、広く市民に紹介す
る。（④⑤⑥とも市役所2階ロビーで）

3.平和祈念式典の開催
先の大戦等における犠牲者を追悼し、恒久の平和を祈念するため、明石空襲の事実や平和・命の大切さを確認することを目的として開催する（④6月11日
98名参加⑤6月10日108名参加⑥6月8日開催予定110名参加見込）

4.平和資料室の管理運営
平和意識の向上を図り、平和の大切さを次世代に継承するため、常設の資料室を設置し、主に明石空襲に関する写真や啓発資料を展示し、広く紹介する。

5.平和学習出前授業
市内の小中学校で平和に関する出前授業をする（④小学校3校中学校1校実施で延べ500名参加⑤小学校3校中学校1校程度実施で約500名程度参加見
込⑥小学校3校中学校1校程度実施で約500名程度参加見込）

市内の小中学生が平和についての自分なりの考えをもつことができた
か（平和派遣授業のワークシートより）

令和6年度 ％ 100

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市民一人ひとりが、平和の大切さ、命の大切さを次世代に継承し、平和意識を高め、世界の恒久平和を願う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

平和に対する市民意識

直営 補助・助成 その他

個別計画 人権施策推進方針 委託 指定管理

目 人権推進費
根拠法令
・要綱等

事業 平和啓発推進事業

施策分野
4 生活・環境分野

4-4 人権の尊重・共生社会の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 社会福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
平和啓発推進事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132252000-003

予算所管課 市民生活局市民協働推進室人権推進課
連絡先 (078)918-5024
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○

合計（Ａ） 1,117 合計（Ｂ） 1,117

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

消耗品費、印刷製本費
81

役務費
郵便料、競売予納金

760 役務費
郵便料、競売予納金

760

負担金補助及
び交付金

研修会参加費
14

負担金補助及
び交付金

研修会参加費
14

使用料及び賃
借料

パソコン使用料
222

使用料及び賃
借料

パソコン使用料
222

内容 金額

旅費
訪問旅費等

5 旅費
訪問旅費等

5令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
消耗品費、印刷製本費

82 需用費

委託料
データ保管委託

34 委託料
データ保管委託

35

5,613 2,144 任期付 0.70 合計 1.4006当初予算 1,117 6,915 8,032 275 0

4,934 2,823 再任用 0.15 その他 0.0005当初予算 1,117 6,915 8,032 275 0

12,956 -5,711 正規 0.55 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 354 7,110 7,464 219 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

償還率：償還済額／貸付元利合計額 令和6年度 ％ 99

活動名
活動内容

（○○するために、□□に対し、△△する）

活動実績 活動見込み

04年度 05年度 06年度

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
住宅資金貸付金の借受人に対して、公平、適正な償還を促進し、滞納の解消を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

住宅資金等貸付金の償
還率

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 人権推進費
根拠法令
・要綱等

（旧）明石市住宅新築資金等貸付条例事業 住宅資金貸付金償還事務事業

施策分野
4 生活・環境分野

4-4 人権の尊重・共生社会の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 社会福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
住宅資金貸付金償還事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132252000-004

予算所管課 市民生活局市民協働推進室人権推進課
連絡先 (078)918-5024

住宅資金等貸付金の償
還

　償還を促進するために、借受人等に対する文書や電話等に
よる催告及び納付指導、悪質滞納者に対する法的措置を実
施する。
　また、国及び兵庫県に回収不能と認定された貸付等につい
ては、債権放棄を行い貸付金回収事業の整理を図る。

償還者　27人
催告等　39件
法的措置　0件

償還者　24人
催告等　29件
法的措置　0件

償還者　20人
催告等　24件
法的措置　0件
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○

○

合計（Ａ） 22,809 合計（Ｂ） 22,911

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 102

主な
理由

修繕料の増加

厚生館事業等講師謝礼
2,650

需用費
事業用及び施設管理用消耗品、
修繕料、光熱水費等 8,347 需用費

事業用及び施設管理用消耗品、
修繕料、光熱水費等 9,355

その他
旅費、役務費、負担金、使用料
及び賃借料 2,323 その他

旅費、役務費、負担金、使用料
及び賃借料 2,336

備品購入費
厚生館事業実施のための備品

2,228 備品購入費
厚生館事業実施のための備品

1,267

内容 金額

報酬
厚生館運営委員会委員報酬

1,521 報酬
厚生館運営委員会委員報酬

1,521令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

報償費
厚生館事業等講師謝礼

2,650 報償費

委託料
なかよし事業委託、警備、清掃
委託、等 5,740 委託料

なかよし事業委託、警備、清掃
委託、等 5,782

106 36,746 任期付 0.20 合計 8.8006当初予算 22,911 37,090 60,001 21,149 2,000

106 38,764 再任用 7.70 その他 0.0005当初予算 22,809 37,090 59,899 21,029 0

100 31,604 正規 0.90 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 20,902 31,830 52,732 21,028 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

人権啓発や福祉・住民交流の拠点である館の利用人数を福祉や人権
啓発向上の度合いを計る指標とする。

令和6年度 人 48,000

活動名
活動内容

（○○するために、□□に対し、△△する）

活動実績 活動見込み

04年度 05年度 06年度

厚生館の管理運営 　厚生館を管理運営するために保守点検委託や修繕等を行
う。

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
同和問題をはじめとする人権課題の解決に向け、人権啓発、住民交流の拠点として、また地域社会全体の中で開かれたセ
ンターとして事業を行い、福祉の向上と人権意識の高揚、住民交流の促進を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

厚生館利用人数

直営 補助・助成 その他

個別計画 人権施策推進方針 委託 指定管理

目 厚生館費
根拠法令
・要綱等

社会福祉法・隣保館設置運営要綱・明石市立厚
生館条例・明石市立厚生館条例施行規則

事業 厚生館管理運営事業

施策分野
4 生活・環境分野

4-4 人権の尊重・共生社会の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 社会福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
厚生館管理運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132252000-005

予算所管課 市民生活局市民協働推進室人権推進課
連絡先 (078)918-5024

開館日数297日
（7館平均）

開館日数300日
（7館平均）

開館日数293日
（7館平均）

相談事業 　人権、福祉、生活相談などの相談に対し、必要に応じて関係
機関と連携するなど対応していく。

相談件数593件 相談件数650件 相談件数650件

交流促進事業などの実
施

　福祉の向上や人権啓発の促進、住民交流活性化のために各種事業
を行い、同和問題をはじめあらゆる人権課題の解消を図る。

開催回数
4,408件

開催回数
4,500件

開催回数
4,500件
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○

○

その他
一時保育傷害保険料等役務費、
備品購入費、補助金　他 96

合計（Ａ） 4,110 合計（Ｂ） 4,557

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 447

主な
理由 小学4年生児童を対象とした「ジェンダー平等講座」の開催回数増加による

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

273

需用費
消耗品費、印刷製本費、食糧費

494 需用費
消耗品費、印刷製本費、食糧費

546

令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
女性活躍推進事業委託料

800 委託料
女性活躍推進事業委託料

800

使用料及び賃
借料

男女共同参画推進講座会場使
用料　他 142

使用料及び賃
借料

男女共同参画推進講座会場使
用料　他 142

その他
一時保育傷害保険料等役務費、
備品購入費、補助金　他 86

06当初予算 900 0

0.00

4.50

21,660

22,107

旅費
ジェンダー平等講座体験講師旅
費　他 248 旅費

0

内容

ジェンダー平等講座体験講師旅
費　他

21,207

内容 金額

報償費
ジェンダー平等講座講師謝礼、男女
共同参画推進講座講師謝礼　他 2,340 報償費

ジェンダー平等講座講師謝礼、男女
共同参画推進講座講師謝礼　他 2,700

区分（節）

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

1.00

0.00

04決算 574 0 0 22,276

05当初予算 907 0 0 20,753

令和５年度
人員配置（人）

正規

再任用

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
固定的な性別役割分担意識の解消を図り、男女がともに互いを尊重しそれぞれの能力を発揮することができる「男女共同参
画社会」の実現に向け、総合的・体系的な施策の推進を図る。

事
業
内
容

成果指標
指標名 考え方・定義・式

活動名
活動内容

（○○するために、□□に対し、△△する）

活動予定

04年度 05年度 06年度

あかしジェンダー平等推
進計画の推進

　性別等にかかわらず、あらゆる分野で個性や能力が発揮で
きるよう、女性のエンパワーメントや男性の家庭、地域への積
極的な参画を促進するため、ジェンダー平等推進計画の推進
を図る。また、明石市特定事業主行動計画に基づき、市自ら
がモデル事業所となるよう率先して取り組む。

ジェンダー平等推
進の状況を踏ま
え、次期プラン改
定作業を行う

「あかしジェン
ダー平等推進計
画」を策定

「あかしジェン
ダー平等推進計
画」に基づき、施
策を実施
中間見直しのた
めの市民意識調
査を実施

　

活動実績

4-4 人権の尊重・共生社会の推進
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 あかしジェンダー平等推進計画 委託 指定管理

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

目 男女共同参画・生活対策費
根拠法令
・要綱等

男女共同参画社会基本法、女性の職業生活に
おける活躍の推進に関する法律、配偶者からの
暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律

事業 男女共同参画推進事業

施策分野
4 生活・環境分野

事務事業名
男女共同参画推進事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132253000-001

予算所管課 市民生活局市民協働推進室男女共同参画課
連絡先 (078)918-5613

令和６年度 予算事業説明シート

任期付

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

合計3.50

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

3,410

4,110

4,557

19,440

17,550

17,550

22,850 0.00

目標年次 単位 目標値

ジェンダー平等講座受
講数

ジェンダー平等講座を実施した小学校数 令和6年度 校 14

SDGs（１７の目標）　
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

○ ○ ○ ○

⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

活動見込み

　 　

ジェンダー平等に向け
た意識啓発

　重大な人権侵害であるＤＶの根絶に向けた取り組みを推進
するとともに、ジェンダー平等に向けて意識づくりを行う。
　ＤＶに関する正しい理解や被害の未然防止等を図るため、
中・高校生へのデートＤＶ出前講座を実施するとともに、小学
生に対するジェンダー平等講座を実施する。また、社会問題
化している「JKビジネス」の被害を未然に防止するために、高
校生に対し啓発講座を実施する。

ジェンダー平等講
座開催：小学校6
校、デートＤＶ出
前講座開催：高校
7校、中学校4校、
若年層への性暴
力被害予防啓発
講演会開催：高校
1校

ジェンダー平等講
座開催：小学校9
校　デートＤＶ出
前講座開催：高校
2校、中学校4校、
若年層への性暴
力被害予防啓発
講演会開催：高校
2校

ジェンダー平等講
座開催：小学校14
校、デートＤＶ出
前講座開催：高校
7校、中学校4校、
若年層への性暴
力被害予防啓発
講演会開催：高校
2校

女性の活躍推進 　女性が自らの意志に基づき働き、活躍できるための環境を
整備することにより、新たなまちの魅力を創造し、女性だけで
なくすべての人にとって住みやすい、選ばれるまちづくりを進
める。

異業種交流会：2
回
セミナー開催：3回
講演会：1回

異業種交流会：2
回
セミナー開催：5回
講演会：1回

異業種交流会：2
回
セミナー開催：7回
講演会：1回



26

○

○

令和６年度 予算事業説明シート

事務事業名
女性のための相談事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0132253000-002

予算所管課 市民生活局市民協働推進室男女共同参画課
連絡先 (078)918-5613

総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 あかしジェンダー平等推進計画 委託 指定管理

目 男女共同参画・生活対策費
根拠法令
・要綱等

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等
に関する法律、困難な問題を抱える女性への支
援に関する法律（新法）、明石市女性相談支援
員設置要綱

事業 女性のための相談事業

施策分野
4 生活・環境分野

4-4 人権の尊重・共生社会の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
女性を対象に、電話、面談等により相談を受け、問題の解決を図る。他機関との連携強化を図り、問題解決に必要な資源を
創出する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

相談対応件数
困難な問題を抱えた女性及びDV被害に関する相談・支援への対応件
数

令和6年度 件 3,000

　 　 　 　

05年度 06年度

DV被害相談の実施 配偶者等による暴力被害者からの相談を受け、必要に応じて
適切な助言・指導、一時保護を行うとともに、避難後の自立生
活に向け、関係機関と連携して切れ目ない支援を行う。

活動実績 活動見込み

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

活動名
活動内容

（○○するために、□□に対し、△△する）

活動予定

04年度

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和５年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 30,296 正規 4.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0004決算 2,967 30,660 33,627 3,331 0

0 36,523 再任用 0.00 その他 0.0005当初予算 5,366 33,750 39,116 2,593 0

0 36,476 任期付 0.50 合計 4.5006当初予算 5,450 33,750 39,200 2,724 0

内容 金額

報償費
DV対策推進研修、関係機関研
修　講師謝礼　 他 770 報償費

DV対策推進研修、関係機関研
修　講師謝礼　 他 770令

和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
６
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

旅費
DV対策推進研修、関係機関研
修　講師旅費　 他 585 旅費

委託料
自立支援事業(宿泊・リスター
ト)、支援者養成講座 2,940 委託料

自立支援事業(宿泊・リスタート)、支
援者養成講座、ステップハウス試行 3,590

DV対策推進研修、関係機関研
修　講師旅費　 他 585

需用費
啓発リーフレット印刷
事務用品　他 271 需用費

啓発リーフレット印刷
事務用品　他 271

その他
支援者養成講座会場使用料、通
信費、ステップハウス事業料　他 706 その他

支援者養成講座会場使用料、通
信費　他 138

負担金補助及
び交付金

婦人相談員研修参加費　他
94

負担金補助及
び交付金

女性相談支援員研修参加費　他
96

合計（Ａ） 5,366 合計（Ｂ） 5,450

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 84

主な
理由 ステップハウスの試行等委託料の増による

女性相談の実施 ＤＶ被害、生活困窮、家庭関係破綻など、複雑・多様化 、複合
化する困難な問題を抱える女性への支援を適切に行うため 、
支援体制を整備し 、支援施策の充実を図る

困難な問題を抱えた女
性の地域での暮らしサ
ポート創出事業

DV被害者等が、地域で安全に生活再建に取り組み自立を目
指せるよう、地域での定着支援を民間支援団体に委託し行う。
また、サポートとなる地域の社会資源を市内で創出するため
支援者を養成し既存の社会資源の有効活用につなげるととも
に、民間支援者とともに自立生活の安定を図る「ステップハウ
ス」について実施を検討する。

①調査
②支援者養成講
座開催
③安全確保のあ
り方検討

①支援者養成講
座開催
②アウトリーチ相
談会
③地域ぐるみの
DV対策推進

①新法等に対応
する専用相談窓
口の設置などの
体制整備
②地域ぐるみの
DV対策推進
③支援者養成講
座開催
④ステップハウス
試行

①本人からの相
談件数1190件（内
DV相談1031件）
②一時保護件数
24件
③延べ対応件数
2606件

①本人からの相
談件数1200件（内
DV相談1000件）
②一時保護件数
15件
③延べ対応件数
2500件

①本人からの相
談件数1500件（内
DV相談1000件）
②一時保護件数
20件
③延べ対応件数
3000件

多様な機関との連携構
築

関係機関とのよりよい連携を図るため、情報交換や状況把握
のネットワーク会議及び事例検討を通じた研修会を開催する。

会議8回
研修+事例検討2
回

会議8回
研修+事例検討2
回

会議8回
研修+事例検討2
回
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